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令和５年度当初予算新規事業等一覧

＜一般会計＞

１ 議会活性化事業〔第２委員会室音響・映像配信設備更新工事〕

２ 人事給与システム管理事務〔勤怠管理システム導入〕

３ 平和祈念事業〔平和学習ツアー〕

４ ふるさと応援推進事業〔ＰＲパンフレット作成〕

５ 公用車集中管理事業〔災害対応型電気自動車購入〕

６ 防災力強化総合事業〔水害 70周年事業、総合防災訓練実施〕

７ 庁舎維持管理事業〔パッケージエアコン更新工事、井水ろ過設備整備工事、照明制御盤更新工事〕

８ 行政改革推進事業〔デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進支援業務〕

９ 総合計画推進事業〔第６次総合計画策定業務（債務負担）〕

10 全世代・全員活躍まちづくりセンター整備事業〔アドバイザリー業務、役場外構・駐車場整備工事、

建物整備工事（継続費）〕

11 システム運用管理事業〔自治体システム標準化対応〕

12 システム運用管理事業〔デジタル化推進ツール導入〕

13 自治会活動支援事業〔自治会ＤＳカルテの更新・分析業務、地域のきずな再構築支援事業〕

14 出納事務〔インボイス制度対応〕

15 戸籍関係証明交付事務〔戸籍システム機器更新〕

16 子育て支援推進事業〔子ども・子育て支援プラン策定業務、「絆の再構築 地域で子育て！」推進事

業〕

17 子ども家庭総合支援拠点事業〔ペアレント・トレーニング実施〕

18 妊産婦支援事業〔新生児聴覚検査〕

19 妊産婦支援事業・予防一般事務費（子育て支援課）〔子育て応援定期便事業〕

20 高齢者生活支援事業〔介護人材確保事業等補助金〕

21 認知機能早期対策事業〔自治体向け認知症予防ＢＨＱパッケージ〕

22 子育て支援医療費助成事業〔高校生まで無償化〕

23 後期高齢者保健事業・予防一般事務費（国保健康課）〔高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施〕

24 健康づくり推進事業〔第３次健康くみやま 21・第２次食育推進計画策定業務〕

25 歩くまち推進事業（国保健康課）〔「歩く」拠点施設の認定等〕

26 温暖化防止活動事業〔環境政策プロモーション事業委託〕

27 食品ロス削減推進事業〔食品ロス学習会の実施〕

28 久御山町農業振興施策対策事業〔がんばる農家応援事業（ＧＡＰ補助）〕

29 久御山町農業振興施策対策事業〔肥料高騰対策支援補助金（水稲）〕

30 久御山町農業振興施策対策事業〔特産品開発等支援事業補助金〕

31 久御山ブランド推進事業〔野菜出荷組合フィルム補助〕

32 まちの駅施設運営・維持管理事業〔クロスピアくみやま利活用検討業務〕

33 産業売込み隊事業〔産業売込み隊事業費補助〕

34 道路橋梁維持管理事業〔通学路交通安全対策工事、ウォーキングルート修繕整備工事〕

35 橋梁長寿命化事業〔橋梁長寿命化修繕計画改定業務、相島橋他３橋補修工事〕



36 道路橋梁新設改良整備事業〔場外４号線舗装改良工事〕

37 河川水路維持管理事業〔大内川サイホンタラップ整備工事、自家発電機更新工事〕

38 排水路等改修整備事業〔森地区排水路整備工事〕

39 公園維持管理事業〔公園長寿命化計画策定業務〕

40 中央公園拡充整備事業〔まちのがっこう開催支援業務、事業者公募等支援業務〕

41 都市計画推進事業（新市街地整備課）〔土地区画整理組合設立支援、基盤道路整備関係〕

42 都市計画推進事業（新市街地整備課）〔市街化調整区域優良田園住宅等可能性調査〕

43 公共交通推進事業〔バス停上屋設置〕

44 消防広域化推進事業〔消防指令センター共同運用設計業務負担金〕

45 指令装置等維持管理事業〔指令システム機能維持〕

46 消防庁舎施設維持管理事業〔消防庁舎トイレ修繕工事〕

47 こども園運営事業〔保育・教育アドバイザー配置〕

48 小・中学校学力向上対策事業〔教師力向上スーパーバイザー配置〕

49 中学校施設維持管理事業〔中学校体育館空調設置工事基本設計策定〕

50 歴史文化推進事業〔歩くまち「古社寺に出会うツアー」事業〕

51 生涯学習推進事業〔第３次生涯学習推進計画策定業務（２年目）〕

52 ふれあい交流館運営事業〔駐車場西側土留改修工事〕

53 旧山田家住宅保存・活用事業〔保存活用計画作成に係る基礎調査等〕

54 文化財保護事業〔雙栗神社本殿門・玉垣保存修理事業補助金〕

55 町民運動会等体育大会事業〔歩くまち関連イベント〕

56 総合体育館運営事業〔エレベーター改修工事設計業務〕

57 町民プール運営事業〔管理棟屋根全面塗装工事〕

＜特別会計＞

○ 介護保険特別会計（保険事業勘定）

58 高齢者保健福祉計画策定等事業費〔高齢者保健福祉計画策定等〕

＜企業会計＞

○ 水道事業会計

59 水道施設維持管理事業〔水道施設更新工事〕

60 配水管幹線整備事業〔配水管耐震化工事〕

61 「水道ビジョン」推進事業〔久御山町水道事業ビジョン及び経営戦略改定業務〕

○ 下水道事業会計

62 公共下水道整備事業〔管渠改築工事〕

63 下水道広報事業〔カラーマンホール蓋交換工事〕

64 内水排除対策事業〔佐山排水機場施設更新工事（第２期）等〕



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

議会活性化事業〔第２委員会室音響・映像配信設備更新工事〕

新規 拡充 統合 その他

　議会事務局

第８章 第２節　住民参加・協働

計　画 １　住民参加・協働のまちづくりの促進 位置づけしていない

一般会計

議会費 議会費 議会費

　令和５年度

　議会では、令和３年度からの通年議会の本格実施により委員会活動の充実がはかられ
たことから、開かれた議会への更なる取り組みとして常任委員会の映像配信を実施する
こととし、令和３年度から予算決算常任委員会の映像配信を試行的に実施した。
　今後はその他の常任委員会も映像配信を実施することとし、委員会の主な開催場所と
なっている第２委員会室の音響・映像配信設備更新工事を実施する。

　現在第２委員会室にある設備の老朽化対応に伴い、映像配信向けの機器（マイク・カ
メラ・中継設備等）を新たに導入する。

○事業費総額 9,405  千円

（内訳）
・第２委員会室音響・映像配信設備更新工事　　　　9,405千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 9,405 9,405

計 9,405 9,405

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 1 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

人事給与システム管理事務〔勤怠管理システム導入〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第９章 第２節　情報化推進

計　画 １　行政の情報化の推進 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 一般管理費

　令和５年度

　事務の効率化に向けたデジタル化を推進するため、職員の出退勤管理や給与支払等に
おいて新たに勤怠管理システムを導入する。

　人事給与システムと互換性をもつ勤怠管理システムを導入することにより、職員の出
退勤管理をはじめ、時間外勤務、出張等の各種命令、休暇の届出を電子化することで、
従来行っていた人事給与システム等への入力及び内容確認等の事務を効率化する。

○事業費総額 6,725  千円

（内訳）
・勤怠管理システム導入費用　　　　　　　　　　　　　　　　　6,230千円
・勤怠管理システムパッケージ保守料及びシステム維持管理料　　　495千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 6,725 6,725

計 6,725 6,725

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 2 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

平和祈念事業〔平和学習ツアー〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第５章 第４節　人権・平和

計　画 ２　平和理念の啓発 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 一般管理費

　令和５年度　～

　平和理念の啓発のため、平和都市宣言の精神を踏まえた取組として、毎年８月15日の
終戦記念日に平和祈念集会を行う。
　平和事業については、戦争を体験した方々が少なくなるなか、次世代に平和の大切さ
や尊さ、戦争の悲惨さを伝えていくため、平和学習ツアーを実施する。

　平和事業として、幅広く住民から参加者を募り、平和関連施設の見学や施設ガイドを
利用し、平和について考える機会となるように、学習ツアーを実施する。

○事業費総額 16  千円

（内訳）　
・平和学習ツアー（施設入園料・ガイド料など）　16千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 16 16

計 16 16

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 3 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

ふるさと応援推進事業〔PRパンフレット作成〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第１章 第５節　産業・交流プロモート

計　画 ３　町内産業プロモーションの推進 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 一般管理費

　令和５年度　～

　全国的にふるさと納税に対する意識が高い中、本町においても町の知名度と魅力を発
信できるよい機会となっている。また、ふるさと納税制度により寄附をいただいた方
に、町の特産品等を返礼品として贈ることで、自主財源の確保と地域産業の活性化を図
る。
　寄附者のなかには、ポータルサイトを利用していないなどの理由から、パンフレット
の送付を希望する方もいるため、町のＰＲと事業所のＰＲを兼ねた見て楽しめるパンフ
レットを作成する。

　返礼品の掲載のみではなく、事業所の紹介や町の見所なども併せたパンフレットを作
成し、知名度アップと新たな寄附者の獲得をめざす。返礼品は随時追加や変更となるこ
とから、パンフレットについては定期的に更新する。
　作成したパンフレットは、返礼品との同封、クロスピアくみやまや返礼品事業所の店
舗での配架を予定している。また、京都府等の関係機関にも配架の協力を依頼するな
ど、多くの方に手に取ってもらえるよう、広く周知に努める。

○事業費総額 605  千円

（内訳）　　
・ＰＲパンフレット印刷費用　605千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 605 605

計 605 605

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 4 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

公用車集中管理事業〔災害対応型電気自動車購入〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第９章 第１節　行財政運営

計　画 １　計画的・効率的な行政運営 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 財産管理費

　令和５年度

　経過年数の大きい公用車を計画的に更新し、公用車の安全な運用管理を行う。令和３
年度に災害時に避難所などで有効活用できる電気自動車を１台購入しており、公用車の
更新時期にあわせて、計画的に電気自動車の配備を進める。

　災害時に備え、避難所で電力供給源となる電気自動車を１台購入する。

○事業費総額 4,101  千円

（内訳）　
・電気自動車購入費用（登録料、保険料含む）１台　4,101千円　

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財 786 786
一般財源 3,315 3,315

計 4,101 4,101

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 5 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

防災力強化総合事業〔水害70周年事業、総合防災訓練実施〕

新規 拡充 統合 その他

　総務課

第７章 第１節　防災・減災

計　画 ２　防災に対する住民意識の啓発 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 防災費

　令和５年度

　全国的に多発する局地的な豪雨や台風による甚大な被害、また南海トラフ地震を含め
た地震への対応など、いつ起こるかわからない災害に備え、防災対策を講じる必要性が
ある。あらゆる災害から住民の生命・身体・財産を守り、住民が安全、安心な日常生
活・社会生活が送れるよう防災体制の整備を図る。
　令和５年度は、昭和28年の水害から70年目の節目として、あらためて防災意識の向上
の取組とするとともに、地域の絆を深めることを目標に防災訓練を実施する。

①水害70周年事業
　令和５年度は、昭和28年の水害から70年目を迎える年となり、過去の水害を教訓とし
て、災害時に備え、住民に対する防災意識の高揚を図るため、講師を招いて水害をテー
マとした講演会を実施する。

②総合防災訓練実施
　５年に１度の総合防災訓練では、災害時の動きを、関係機関、協定締結事業者、町職
員が一体となって確認し、応援・連絡体制を見直すことで、参加された方の平常時から
の防災への意識向上を図るとともに、町としての防災力を確認する機会とする。訓練で
は、住民による避難行動確認、災害対策本部の運営訓練、協定締結事業者の支援訓練、
体験ブースや展示・啓発ブースの設置などを計画している。

○事業費総額 4,488  千円

（内訳）　　
①水害70周年事業　　　　　　500千円
　・講演委託業務　  　　 　　　　　　500千円

②総合防災訓練実施　　　　3,988千円
　・会議開催　　　　　　　　　　　 　112千円
　・訓練参加記念品　　   　　　　　　300千円
　・訓練関係諸費等　    　 　　　　　551千円
　・会場設置等運営業務　 　　　　　2,550千円
　・移送用バス借上げ 　  　　　　　　475千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 4,488 4,488

計 4,488 4,488

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 6 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

庁舎維持管理事業〔パッケージエアコン更新工事、井水ろ過設備整備工事、
照明制御盤更新工事〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第９章 第１節　行財政運営

計　画 １　計画的・効率的な行政運営 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 財産管理費

　令和５年度

　役場第１期・第２期庁舎をはじめ、敷地内の建物・設備については経年劣化が進んで
おり、今後も故障等による業務への支障が懸念される。令和４年度に建物劣化診断調査
を実施して現状確認のうえ長期修繕計画を作成しており、今後の修繕の優先度を見極め
ている。そのなかで、災害発生時の対処にも必要な設備であるため、上記の更新工事は
必要不可欠である。
　庁舎施設の機能を保持し、職員、来庁者にとって快適な環境を確保するため、また、
施設の長寿命化を図るため、計画的な修繕・更新を行う。

　長期修繕計画の結果を参考に、経年劣化している第１期・第２期庁舎のパッケージエ
アコン更新工事、井水ろ過設備整備工事及び照明制御盤の更新工事を行う。

○事業費総額 43,734  千円

（内訳）
①パッケージエアコン更新工事設計委託（委託料）        1,030千円
②第１期庁舎パッケージエアコン更新工事（工事請負費）  3,698千円
③第２期庁舎パッケージエアコン更新工事（工事請負費） 22,781千円
④井水ろ過設備更新工事（工事請負費）                  4,125千円
⑤照明制御盤更新工事（工事請負費）                   12,100千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債 21,600 21,600
その他特財
一般財源 22,134 22,134

計 43,734 43,734

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 7 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

行政改革推進事業〔デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進支援業務〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第９章 第１節　行財政運営

計　画 １　計画的・効率的な行政運営 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 企画費

　令和５年度

　「持続可能な財政基盤の構築」･「新たな時代に対応した組織の構築と施策の推進」･
「住民サービスの最適化と協働の促進」を基本目標として推進するとともに、「地域共
生社会」を基本理念とした「全世代・全員活躍型『生涯活躍のまち』構想」の視点やＳ
ＤＧｓの理念を取り入れたまちづくりの推進、働き方改革や住民サービスにおいてデジ
タル化を意識した施策の構築、「withコロナ」を見据えた施策の推進などの新たな視点
に基づいて行政改革を推進することを目的とする。
　特に、デジタル化とあわせた業務の見直しを行うことで、職員の業務効率化に向けた
意識の向上が期待されるとともに、働き方改革につながる。

　国が策定した自治体ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）推進計画における
取組や、各業務のデジタル化を進めるにあたり、全ての業務を洗い出し、業務フローを
見直すことが必要不可欠であるため、令和４年度に実施した業務量調査をもとに、職員
の業務効率化の意識向上を図るとともに、業務改革の検討を引き続き行う。

○事業費総額 6,500  千円

（内訳）
・業務改革推進等委託業務　　6,500千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 6,500 6,500

計 6,500 6,500

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 8 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

総合計画推進事業〔第６次総合計画策定業務（債務負担）〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第９章 第１節　行財政運営

計　画 １　計画的・効率的な行政運営 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 企画費

　令和５年度　～　令和７年度

　平成28年３月に、平成28年度を始期とする第５次総合計画を策定し、計画の実現に向
けた進捗管理を行っている。また、基本計画で示された施策について、財政措置等の対
応も組み込み、３か年を計画年次とした実施計画を毎年度策定し、事業実施後について
は、毎年度実績調書を作成している。　
　今後も町政運営の基本となる総合計画を策定・推進し、その計画の実現に向け計画の
進捗管理を行う必要がある。

　第６次総合計画策定に向けて検討及び準備を行うとともに、プロポーザル方式により
委託業者を決定する。

○事業費総額 0  千円

（内訳）
・令和５年度　　　 0千円（債務負担行為）

※参考
・令和６年度　11,940千円（債務負担行為）
・令和７年度　 7,751千円（債務負担行為）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 0 0

計 0 0

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 9 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

 千円 （継続費27億6,500万円）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

全世代・全員活躍まちづくりセンター整備事業〔アドバイザリー業務、役場外
構・駐車場整備工事、建物整備工事（継続費）〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第８章 第１節　コミュニティ・交流

計　画 ２　多彩な交流の促進 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 企画費

　令和５年度　～　令和７年度

　全世代・全員活躍の基盤となるまちづくりの観点から、従来の公民館の社会教育・生
涯学習拠点機能をアップし、あらゆる人やあらゆる世代の人口が交流する地域コミュニ
ティ形成の場として「全世代・全員活躍まちづくりセンター」を官民連携の視点を取り
入れて整備する。
　「全世代・全員活躍まちづくりセンター」は多世代交流のコンセプトに加えて、社会
教育・生涯学習機能、福祉機能を備えた拠点施設を整備することにより、地域共生社会
の実現に寄与する。

　設計業務及びまちづくりセンターの開館準備における進捗管理や、建設事業者の選定
に向けての専門的な手続きなどが必要となるため、アドバイザリー業務を委託する。
　まちづくりセンター駐車場整備のための設計業務委託と整備工事を行うとともに、ま
ちづくりセンターの建設に向けた詳細設計業務を委託する。また、建物整備工事に向け
た建設事業者の選定に着手する。

○令和５年度事業費総額 170,713 

（内訳）
・まちづくりセンター周辺整備工事監理業務（委託料）        1,753千円
・まちづくりセンター整備運営アドバイザリー業務（委託料）  5,060千円
・まちづくりセンター整備費用＜継続費＞（工事請負費）          0千円
・まちづくりセンター周辺整備工事（工事請負費）          122,870千円
・西側擁壁撤去及び新設工事（工事請負費）                 41,030千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 新規・拡充分

国庫支出金 27,454 27,454
府支出金
起　　　債 89,700 89,700
その他特財 2,530 2,530
一般財源 51,029 51,029

計 170,713 170,713

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 10 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

システム運用管理事業〔自治体システム標準化対応〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第９章 第２節　情報化推進

計　画 １　行政の情報化の推進 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 電子計算費

　令和５年度　～

　「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」に基づき、地方公共団体におい
ては、標準化の対象となる事務について、標準化のための基準に適合したシステムの利
用が義務付けられている。
　これまで、京都府・府内一部市町村が連携・共同して、「市町村基幹業務支援システ
ム」を開発し、共同運用を行ってきたが、標準化のための基準に適合したシステムへの
移行が必要となるため、令和７年度までにシステム移行が円滑に完了するよう取組を進
める。

　移行にあたっては、国から示された「自治体情報システムの標準化・共通化に係る手
順書」に沿って作業等を行う必要がある。
　令和５年度は、データ移行に関する作業のうち、文字情報基盤文字への文字データ移
行作業の一部である外字データの同定作業を行うとともに、市町村基幹業務支援システ
ム（住記・税系）において、データ要件に対応したデータ抽出を可能にするための機能
開発を行う。

○事業費総額 11,020  千円

（内訳）
・文字同定支援作業委託　　　　　　　　　　　6,655千円
・データ抽出機能開発委託（住記・税系）　　　4,365千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 11,019 11,019
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1 1

計 11,020 11,020

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 11 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

システム運用管理事業〔デジタル化推進ツール導入〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第９章 第２節　情報化推進

計　画 ２　情報社会への対応 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 電子計算費

　令和５年度

　国が策定した「自治体ＤＸ推進計画」や久御山町行政改革大綱において、ＤＸ（デジ
タル・トランスフォーメーション）やデジタル化などによる手続の効率化の推進が求め
られている。
　デジタル技術の導入を進め、職員がより専門的な業務に専念できる状態を目指すこと
で、住民サービスの向上につなげられるよう取組を進める。

　庁内及び住民向けサービスの全体的な効率化を進めるため、専門的な知識を要せず、
職員自身が操作可能な自治体専用ＷＥＢ申請ツール（オンライン申請システム）の導入
を行う。
　会議等の報告については、文字起こし等の作業軽減のため、録音したデータをＡＩが
自動的に音声認識を行い、テキスト作成が可能な議事録作成ツールの導入を行う。

○事業費総額 911  千円

（内訳）
・オンライン申請システム利用料　　　　515千円
・議事録作成ツール利用料　　　　    　396千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 911 911

計 911 911

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 12 -



事務事業名　：

■ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

自治会活動支援事業〔自治会DSカルテの更新・分析業務、地域のきずな再構
築支援事業〕

新規 拡充 統合 その他

　企画財政課

第８章 第１節　コミュニティ・交流

計　画 １　自治会活動の促進 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 自治振興費

　令和５年度

　身近なまちづくり活動に対する住民の理解と関心を高め、自治会活動の活性化を図
り、地域の絆の再構築に伴う地域コミュニティ形成を図ることを目的とする。
　自治会カルテの作成は、類似度分析等による各自治会の課題把握や、自治会活性化の
検討に向けての重要なツールとなる。また、類似度分析により類似する自治会が情報共
有することで、自治会同士の連携の推進、活動の活性化につながる。

　令和３年度から継続して実施している、京都府立大学地域貢献型特別研究（ＡＣＴ
Ｒ）の事業として行った自治会の活性化に向けた協働研究の研究成果である自治会活性
化戦略ビジョンをもとに、自治会の活性化を推進する。
　令和４年度には、自治会へのヒアリング及びデータサイエンス分析を実施し、その結
果をもとに自治会カルテを京都府立大学と連携して作成した。令和５年度はこの自治会
カルテを更に精査し、更新するとともに、地域課題の分析に活用する。
　また、コロナ禍の影響により、地域活動に制約が生じているなか、地域の絆をつなぐ
ための取組や地域の課題解決の取組を行う地域の活動を支援する。

○事業費総額 2,996  千円

（内訳）
①自治会カルテの更新・分析業務委託　　496千円
②地域のきずな再構築支援事業補助金　2,500千円
　・地域を限定して行う活動（自治会活動等）　　　　　　　100千円×６自治会
　・地域を限定して行う活動（自治会活動等）であって
　　町内の他の団体（自治会等）と共同で行う活動　　　　　200千円×２自治会
　・町域を対象とする活動　　　　　　　　　　　　　　　　500千円×２団体
　・町で活動するＮＰＯや町と連携する大学等との連携加算　50千円×10団体

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 1,498 1,498
府支出金
起　　　債
その他特財 1,250 1,250
一般財源 248 248

計 2,996 2,996

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 13 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

出納事務〔インボイス制度対応〕

新規 拡充 統合 その他

　会計課

第９章 第２節　情報化推進

計　画 １　行政の情報化の推進 位置づけしていない

一般会計

総務費 総務管理費 会計管理費

　令和５年度

　適切な消費税計算と税控除を目的に新たに施行されるインボイス制度（適格請求書等
保存方式）については、地方公共団体として対応する必要がある。

　令和５年10月１日のインボイス制度（適格請求書等保存方式）開始に伴い、財務会計
システムのパッケージ機能の改修を行う。

○事業費総額 1,485  千円

（内訳）
・インボイス制度対応に係るシステム改修    1,485千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,485 1,485

計 1,485 1,485

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 14 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

戸籍関係証明交付事務〔戸籍システム機器更新〕

新規 拡充 統合 その他

　住民課

第９章 第２節　情報化推進

計　画 １　行政の情報化の推進 位置づけしていない

一般会計

総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

　令和５年度

　現在の戸籍情報システムは、前回の更新から５年を経過し、システムの償却耐用年数
となる。
　戸籍情報システムのサーバは戸籍原本であり、機器破損は戸籍原本の滅失につながる
とともに、システムの停止は業務停止に直結する。
　また、自治体情報システムの標準化を見据え、システムの機器更新にあわせてクラウ
ド移行することにより、運用負担の軽減等を図るとともに、常時安定的な運用を図る。

　戸籍情報システムの機器更新にあわせて、クラウド環境にシステム構築するととも
に、ネットワーク設定変更やデータ移行等を行う。

○事業費総額 22,240  千円

（内訳） 拡充分14,713千円

・戸籍クラウド構築作業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 13,860千円
・戸籍クラウド化対応業務(住基システム改修・住基ネットワーク機器設定)  523千円
・戸籍クラウド化対応業務(庁内ネットワーク設定変更)　　　　 　         330千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 22,240 14,713

計 22,240 14,713

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 15 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

子育て支援推進事業〔子ども・子育て支援プラン策定業務、「絆の再構築　地
域で子育て！」推進事業〕

新規 拡充 統合 その他

　子育て支援課

第３章 第１節　子育て支援

計　画 １　総合的な子育て支援の推進 位置づけしていない

一般会計

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

　令和５年度　～　

　安心して子育てができる環境づくりや支援を行うため、子育て支援に関する総合的な
推進を行う。
　地域で子どもと子育てを支える環境を構築することを目標とし、「自分たちで地域社
会を作っていく」という意識を根付かせることで絆の再構築を図ることを目的とする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①子ども・子育て支援プラン策定業務
　第３期子ども・子育て支援プラン及び久御山町子ども計画策定のため、アンケート等
の基礎調査を行う。

②「絆の再構築　地域で子育て！」推進事業
・地域子育てシンポジウム
　住民意識の改革を行うため、子育てシンポジウムを開催する。

・地域子育てモデル事業補助金
　地域で子どもに関する活動を行っている団体に補助を行い、安定した活動ができるよ
う支援する。

○事業費総額 4,047  千円

（内訳）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①子ども・子育て支援プラン策定業務（基礎調査）　　　　3,047千円
②「絆の再構築　地域で子育て！」推進事業
・地域子育てシンポジウム講師謝礼　　　　　　　　　　  　100千円
・地域子育てモデル事業補助金（補助額150千円×６件）  　 900千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 2,023 2,023
府支出金
起　　　債
その他特財 500 500
一般財源 1,524 1,524

計 4,047 4,047

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 16 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

子ども家庭総合支援拠点事業〔ペアレント・トレーニング実施〕

新規 拡充 統合 その他

　子育て支援課

第３章 第１節　子育て支援

計　画 ３　子どもの最善の利益の確保への支援 位置づけしていない

一般会計

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

　令和５年度　～　

　すべての子どもが適切な養育を受け、健やかな成長・発達や自立等を保障され、持て
る力を最大限に発揮することができるように子ども及びその家族、妊産婦を支援する。
また、虐待を受けている児童を早期に発見し、迅速な対応を図る。
　子育てに悩みや不安を抱える保護者を対象に、親子の関係性や子どもとの関わり方等
を学ぶ機会を設け、良好な親子関係の形成や保護者同士のつながりの構築を支援する。

　令和５年度からは、子育てに悩みや不安を抱える保護者を対象に、親子の関係性や子
どもとの関わり方等を学ぶため、講話やグループワーク等を内容とするペアレント・ト
レーニングを実施する。

〈対象者〉子育てに悩みを抱え受講を希望する４・５歳児の保護者
〈実施方法〉回数：年８回
　　　　　　実施内容：講話、グループでのセッション、振り返り等

○事業費総額 240  千円

（内訳）
・講師謝礼　　　　 240千円（報償費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 240 240

計 240 240

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 17 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

妊産婦支援事業〔新生児聴覚検査〕

新規 拡充 統合 その他

　子育て支援課

第６章 第２節　保健・医療

計　画 １　保健事業の充実 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 予防費

　令和５年度　～　

　妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てできるよう、妊娠中から出産後まで切れ目
ない支援をする。
　すべての新生児が新生児聴覚検査を受けることができるよう検査費用を助成し、聴覚
障害の早期発見・早期支援を図り、聴覚障害による音声言語発達等への影響が最小限に
抑えられることを目指す。

　令和５年度から、妊娠届出時に交付している妊産婦健診受診券と併せて聴覚検査の受
診券を交付し、新生児期（生後１か月まで）に出産病院等の医療機関で受診する聴覚検
査の費用を助成する。

○事業費総額 448  千円

（内訳）
・医師委託　　　　　　　　　402千円（委託料）
・新生児聴覚検査助成金　　　 41千円（負担金、補助及び交付金）
・消耗品等　　　　　　　　　　5千円（需用費）　　　　

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 448 448

計 448 448

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 18 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

妊産婦支援事業・予防一般事務費（子育て支援課）〔子育て応援定期便事業〕

新規 拡充 統合 その他

　子育て支援課

第６章 第２節　保健・医療

計　画 １　保健事業の充実 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 予防費

　令和５年度　～　

　妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てできるよう、妊娠中から出産後まで切れ目
ない支援をする。
　子育て家庭に、産前・産後訪問支援員が訪問し、おむつなどの育児用品を支給すると
ともに、産後間もない母親等の育児の不安や悩みを聞く機会とする。

　対象者に対して毎月、産前・産後訪問支援員が訪問して育児用品を配付するととも
に、 母親等の育児不安や悩み等の聞き取りを行う。聞き取った内容は保健師に報告
し、必要に応じて保健師が電話連絡や訪問を行いフォローする。

　〈対象者〉生後３か月～満１歳までの乳児とその母親等
　〈事業開始〉令和５年５月（予定）
　〈配付物品〉おむつ・ミルク等の育児用品

○事業費総額 3,964  千円

（内訳）
・産前・産後訪問支援員　　　1,346千円（報酬）
・産前・産後訪問支援員　　　 　54千円（費用弁償）
・育児用品等　　　　　　　　2,548千円（需用費）
・通信運搬費　　　　　　　   　16千円（役務費）　

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 1,982 1,982
府支出金
起　　　債
その他特財 1,982 1,982
一般財源

計 3,964 3,964

産前・産後訪問支援員の報酬等は予防一般事務費（子育て支援課）で計上。

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 19 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

高齢者生活支援事業〔介護人材確保事業等補助金〕

新規 拡充 統合 その他

　福祉課

第６章 第３節　高齢者福祉

計　画 ３　介護保険サービス・介護予防の推進 位置づけしていない

一般会計

民生費 社会福祉費 老人福祉費

　令和５年度　～

　介護現場の人材不足はわが国の構造的な課題となっている。町内事業所に従事する介
護人材の資格取得等に対し町独自の補助を創設することで、流動的な介護人材に「働き
たくなるまち」をアピールするとともに、町内事業所に介護人材を呼び込み、就業・定
着につなげる。

　町内介護事業所に一定期間従事することを要件に研修、試験の受講料または受験手数
料の一部または全部を補助する。

（補助対象）
　・介護職員初任者研修
　・介護福祉士実務者研修
　・介護福祉士国家試験
　・介護支援専門員実務研修受講試験
　・介護支援専門員実務研修
　・主任介護支援専門員研修

○事業費総額 300  千円

（内訳）
・介護人材確保事業等補助金　300千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 300 300

計 300 300

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 20 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

認知機能早期対策事業〔自治体向け認知症予防ＢＨＱパッケージ〕

新規 拡充 統合 その他

　福祉課

第６章 第１節　健康

計　画 １　総合的な健康づくりの推進 位置づけしていない

一般会計

民生費 社会福祉費 老人福祉費

　令和５年度

　最新の研究によると、脳健康の指標ＢＨＱ（Brain Healthcare Quotients）は年齢に
応じて低下し、ＢＨＱ値78が認知症ラインとされる。
　様々なＢＨＱ改善要因を支援するため健康アプリを活用して、参加者に健康向上に向
けた行動変容を促進する。
　また、健康アプリではＢＨＱ値を推定することができ、ＢＨＱ回復成果を評価するこ
とできる。

　内閣府ImPACTプログラムで研究された認知症予防のＡＩ解析等を実施する。
　脳の健康に関連する健康行動を支援する健康アプリにより、一定期間継続して食事・
歩行・脳トレに取り組んでもらい、アンケートを通じて生活習慣や認知機能の変化を評
価する。
　健康アプリは脳健康の指標ＢＨＱを推定することができるため、参加者の毎日の取組
を通じた行動変容を促すことが期待される。
　また、京都岡本記念病院の協力を得てＢＨＱドック（ＭＲＩ検査）を実施する。

○事業費総額 3,492  千円

（内訳）
・需用費　　チラシ印刷代　　　　　　　　　　　　　　　110千円
・役務費　　アンケート郵送代　　　 　　　　　　　　　　82千円
・役務費　　ＢＨＱ推定アプリ利用等サービス一式　　　3,300千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財 3,000 3,000
一般財源 492 492

計 3,492 3,492

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 21 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

子育て支援医療費助成事業〔高校生まで無償化〕

新規 拡充 統合 その他

　国保健康課

第３章 第１節　子育て支援

計　画 ３　子どもの最善の利益の確保への支援 位置づけしていない

一般会計

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

　令和５年度　～

　満18歳の年度末までの乳幼児・児童・生徒等の医療費の自己負担を助成することによ
り、子どもの健康増進と保護者の経済的な負担を軽減するとともに、地域で子育てする
ことによる絆の再構築を目指し、子育てしやすい環境をつくる。

　京都府子育て支援医療制度（通院：３歳誕生月まで200円／月、中学生まで1,500円／
月、入院：中学生まで200円／月）に町独自で上乗せし、外来は中学生までの医療費の
自己負担（200円を超える額）、満18歳の年度末までの医療費の自己負担（1,500円を超
える額）、入院は満18歳の年度末までの医療費の自己負担（200円を超える額）を助成
する。

　令和５年９月からの京都府制度の拡充により、財源（府支出金）の増が見込めるた
め、令和５年度中に町独自施策をさらに拡大し、０歳から満18歳の年度末までの通院・
入院費用の自己負担を無償化する。
　また、町独自施策の拡大に向けて、システム改修や周知・広報などの対応を進める。

○事業費総額 57,920  千円

（内訳）高校生まで無償化分　11,005千円

・需用費（消耗品費）　 　　　　　　　　　　　　　27千円
・需用費（印刷製本費）　　　　　　　　　　　　　187千円
・役務費（通信運搬費）　　　　　　　　　　　　　904千円
・役務費（子育て支援医療審査支払手数料）　　　　 37千円
・委託料（システム改修等）　　　　　　　　　　6,600千円
・負担金、補助及び交付金（国保連合会負担金）　　550千円
・扶助費（子育て支援医療費）　　　　　　　　　2,700千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 3,300 3,300
府支出金 20,037 3,250
起　　　債
その他特財
一般財源 34,583 4,455

計 57,920 11,005

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 22 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

後期高齢者保健事業・予防一般事務費（国保健康課）〔高齢者の保健事業と
介護予防の一体的実施〕

新規 拡充 統合 その他

　国保健康課

第６章 第２節　保健・医療

計　画 １　保健事業の充実 位置づけしていない

一般会計

民生費 社会福祉費 後期高齢者医療費

　令和５年度　～　

　年齢とともに運動や認知機能が低下する「フレイル状態」に陥りやすい高齢者に対
し、一人ひとりの健康状態に応じたきめ細やかな支援に関わり、高齢者が住み慣れた地
域で可能な限り、自立した生活と社会参加ができるよう、継続的で切れ目のない支援を
介護予防と一体的に実施していく。

１　保健師や栄養士による個別支援
　生活習慣病の重症化予防を目的として、健診結果から医療機関の受診が必要と考えら
れる人を対象に、保健師や管理栄養士による受診勧奨や相談、保健指導を実施する。ま
た、健診未受診者や１年間医療未受診者などにアンケート調査を実施し、健康状態の把
握に努める。

２　通いの場への積極的な関与
　通いの場に医療専門職（保健師、管理栄養士、歯科衛生士など）が積極的に出向き、
フレイルについての健康講座や健康相談を実施することにより、フレイル状態にある高
齢者を見つけ出し、医療・介護サービスの利用につなげる。　

○事業費総額 3,765  千円

（内訳）
・報酬　　（講師謝礼）　　　　　　　　　　　　　 20千円
・報酬　　（会計年度任用職員）　　　　　　　  2,673千円
・職員手当（会計年度任用職員）　　　　　　　　  357千円
・共済費　（会計年度任用職員）　　　　　　　 　 497千円
・旅費　　（会計年度任用職員）　　　　　　　　  129千円
・需用費　（消耗品費）　 　　　　　　　　　　　　30千円
・役務費　（通信運搬費）　　　　　　　　　　　　 34千円
・役務費　（KDBシステム手数料）　　　　　　　　  25千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財 1,200 1,200
一般財源 2,565 2,565

計 3,765 3,765

会計年度任用職員の報酬等は予防一般事務費に計上。

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 23 -



事務事業名　：

□ 新規 ■ 拡充 □ 統合 □ その他

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

健康づくり推進事業〔第３次健康くみやま21・第２次食育推進計画策定業務〕

　国保健康課

第６章 第１節　健康

計　画 １　総合的な健康づくりの推進 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 健康づくり推進費

　令和５年度

　健康づくりや食育は、住民自らが取り組むことが望ましいが、個人の努力だけでは解
決できない課題もあるため、正しい知識や情報を正確に提供していく必要がある。　
　本計画に基づき住民の健康課題を把握し、健康づくり事業を展開することで住民の健
康に関する意識を向上させ、自ら取り組む健康づくりや健康寿命の延伸を目指すととも
に、食育を推進することで、住民の食育への理解を高め、地域での取り組みの推進につ
なげる。

　住民の生涯にわたる心身の健康づくりのため、国や京都府の動向、新たな課題などを
踏まえて、「第３次健康くみやま21・第２次久御山町食育推進計画」（R６～15年の10
年間、R10中間評価、R15最終評価）を策定し、更なる住民の健康増進を図るため、ライ
フステージに対応した健康づくりと食育を一体的に推進する。

○事業費総額 3,369  千円

（内訳）拡充分　2,959千円

・第３次健康くみやま21・第２次久御山町食育推進計画策定業務（委託料）2,959千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 3,369 2,959

計 3,369 2,959

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 24 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

歩くまち推進事業（国保健康課）〔「歩く」拠点施設の認定等〕

新規 拡充 統合 その他

　国保健康課

第６章 第１節　健康

計　画 １　総合的な健康づくりの推進 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 健康づくり推進費

　令和３年度　～

　歩くことは、リラックス効果をはじめ、脳や免疫機能の活性化、体脂肪の低下などの
健康増進効果があることを広く住民に知ってもらうよう啓発に努め、これまで健康に対
して無関心だった人にも、日常生活にもっと「歩く」を根付かせ、自身の健康づくりに
関心を持っていただくことで病気・介護の予防につなげる。

　住民の生涯にわたる心身の健康づくりのため、次の３つの柱を基本方針に掲げ、全世
代が歩くことを一つのテーマとして、健康長寿のまちを目指す。

【基本方針】　
　・安全に楽しく「歩きたくなる」まちづくり
　・全世代向けの「歩く」情報の発信・拡散
　・「歩く」ことがライフスタイルに繋がる仕掛けづくり

　令和５年度は、「歩く」拠点施設の認定とウォーキングインストラクター養成講座等
を新たに実施する。

○事業費総額 6,516  千円

（内訳）
・ウォーキングアプリ賞品（報償費）　　　　　　　　　　　　　　300千円
・「歩くまちくみやま」事業運営費（委託料）    　　　　　　　2,916千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち拡充分　991千円
　　・「歩く」拠点施設の認定　　　　　　　　５箇所
　　・ウォーキングインストラクター養成講座　　４回
　　・ワークショップ　　　　　　　　　　　　　４回
　　・その他、先進地視察　等
・ウォーキングアプリ運営費（委託料）　　　　　　　　　　　　　660千円
・ウォーキングアプリシステム運用費（使用料及び賃借料）　　　2,640千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 3,108 496
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 3,408 495

計 6,516 991

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 25 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

温暖化防止活動事業〔環境政策プロモーション事業委託〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第２章 第９節　循環型社会

計　画 １　環境に配慮した暮らしの促進 位置づけしていない

一般会計

衛生費 保健衛生費 環境衛生費

　令和５年度　～　

　本町における環境政策の基本理念、方針を定める久御山町環境基本条例をベースに環
境政策のマスタープランとなる環境基本計画（地球温暖化対策実行計画「区域施策編」
含む）を策定し、環境保全に関する取組や町全体の温室効果ガスの削減、カーボンマネ
ジメント体制の整備に向けた施策を推進する。
　実施施策の推進にあたっては、対象区域を本町全域とするため、住民・事業者・行政
の三者が協働で施策に取り組み、本町における脱炭素社会と地域共生社会の実現を目指
して意識醸成を図る。

　環境施策に関するブランディング・プロモーションとして、環境基本計画策定スター
トアップシンポジウムの開催や計画ＰＲ冊子を作成し、広く周知・広報を行うととも
に、住民や事業者を対象にワークショップの開催やプロモーションロゴの作成等を行
い、住民・事業者・行政が協働して一体的に取り組んでいけるよう意識醸成を図る。

○事業費総額 4,730  千円

（内訳）　
・環境政策プロモーション事業委託　　4,730千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 2,365 2,365
府支出金
起　　　債
その他特財 2,365 2,365
一般財源

計 4,730 4,730

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 26 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

食品ロス削減推進事業〔食品ロス学習会の実施〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第２章 第９節　循環型社会

計　画 ２　廃棄物の発生抑制と資源化の推進 位置づけしていない

一般会計

衛生費 清掃費 清掃総務費

　令和５年度　～

　事業者や消費者など多様な主体が連携し、国民運動として食品ロス削減の推進を図
り、ごみの減量化を一層推進する。

　食品ロス削減の取組として、食品ロスに関する学習会を実施する。講師による座学や
調理実習を行うことで、意識醸成を図り、ごみの減量化を一層推進する。

○事業費総額 132  千円

（内訳）
・報償費     132千円（講師謝礼等）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 132 132

計 132 132

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 27 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

久御山町農業振興施策対策事業〔がんばる農家応援事業（GAP補助）〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第１章 第１節　農業

計　画 ２　営農組織と担い手の育成 位置づけしていない

一般会計

農林水産業費 農業費 農業振興費

　令和５年度　～　

　ＧＡＰ（Good Agricultural Practice）とは、農業における食品安全、環境保全、労
働安全等の持続可能性を確保するための生産工程管理の取組である。
　持続可能な農業生産を行っていることを客観的に証明することが可能となるＧＡＰ認
証（ＪＧＡＰ、ＡＳＩＡＮＧＡＰ、ＧＬＯＢＡＬＧＡＰ）について、取得及び維持を支
援することで、町内産農産物の付加価値を高め、農業者の所得向上につなげる。

　京力農場プラン掲載の中核的担い手に対して、自主的なＧＡＰ認証の取得及び維持を
促すために補助金を交付する。

（補助額）
・対象経費（認証審査機関による認証審査に要する費用）の２分の１
　　　　　（１件あたり最大10万円）

○事業費総額 500  千円

（内訳）
・ＧＡＰ補助金　500千円（100千円×5件）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 500 500

計 500 500

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 28 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

久御山町農業振興施策対策事業〔肥料高騰対策支援補助金（水稲）〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第１章 第１節　農業

計　画 ２　営農組織と担い手の育成 位置づけしていない

一般会計

農林水産業費 農業費 農業振興費

　令和５年度　～　

　農業生産に欠かすことのできない肥料について、国際情勢の悪化を起因に原料となる
物資の輸入価格が高騰したことにより、農業者が購入する肥料価格も急激に値上がりし
ていることから、農産物の生産に大きな影響を受ける町内の農家を支援し、価格高騰の
影響を緩和、経営の安定化、生産意欲の向上を図ることを目的とする。

　令和５年に水稲を作付した農家に対して、肥料コスト上昇分の半額相当を面積に応じ
て補助を行う。

（補助額）
・補助額10aあたり　2,600円
　但し１経営体あたり上限26,000円（1haまで）

○事業費総額 4,160  千円

（内訳）
・補助金　4,160千円　（2,600円（10aあたり）×160ha（16,000a））

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 4,160 4,160

計 4,160 4,160

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 29 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

久御山町農業振興施策対策事業〔特産品開発等支援事業補助金〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第１章 第１節　農業

計　画 ２　営農組織と担い手の育成 位置づけしていない

一般会計

農林水産業費 農業費 農業振興費

　令和５年度　～　

　町内で生産された農産物を使った新商品開発や新しい品種等の導入、新規技術の導入
など、久御山町における次世代の特産品にチャレンジをする者（企業）に対して、新規
事業の成功を促すことで、地産地消と６次産業の推進、地域経済と町内農業の活性化を
図ることを目的とする。

　久御山町における次世代の特産品にチャレンジをする者（企業）に対して、補助金を
交付する。なお補助対象者の選定は、チャレンジプランを競うコンテストを開催し、そ
の結果から最大３件とする。

（補助額）　　
・対象経費の２分の１（１件あたり最大50万円）

○事業費総額 1,500  千円

（内訳）
・補助金　1,500千円（500千円×3件）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 750 750
府支出金
起　　　債
その他特財 750 750
一般財源

計 1,500 1,500

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 30 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

久御山ブランド推進事業〔野菜出荷組合フィルム補助〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第１章 第１節　農業

計　画 ３　新たな流通・販売の仕組みの強化 位置づけしていない

一般会計

農林水産業費 農業費 農業振興費

　令和５年度　～　

　町特産農産物の消費拡大を図るためには、久御山産であることを消費者にＰＲするこ
とが必要であり、安定出荷を目的に町内農業者で組織された久御山野菜出荷組合が扱う
袋詰めフィルムを最大限活用することで、久御山ブランドの確立と併せて生産者の意欲
の向上及び農業者の所得向上を目的とする。

　野菜出荷組合が作成したくみやま夢タワー１３７のロゴマークを使用した袋詰めフィ
ルム（小松菜、ほうれん草、春菊）の利用を促進するために補助を行う。

（補助額）
・袋詰めフィルム購入額の15％

○事業費総額 698  千円

（内訳）
・野菜出荷組合フィルム補助金　698千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 698 698

計 698 698

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 31 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

まちの駅施設運営・維持管理事業〔クロスピアくみやま利活用検討業務〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第１章 第５節　産業・交流プロモート

計　画 ４　交流による地域の活性化の推進 位置づけしていない

一般会計

商工費 商工費 商工振興費

　令和５年度

　本町の案内・休憩及び産業の情報発信拠点施設として設置し、これまで様々な事業を
実施してきたが、より効果的な活用の方法を検討することで、住民サービスの向上及び
効率的な管理運営を探る。

　農産物等直売やコワーキングスペースなど、まちの駅クロスピアくみやまの利活用の
ための社会実験を令和４年度に引き続き実施する。実施内容の詳細については、令和４
年度の実験結果、検証を踏まえて調整する。

【スケジュール】
　春～夏　委託事業者選定
　夏～冬　コワーキングスペース及び農産物等直売社会実験の詳細検討、準備、実施
　年度末　各実験結果、検証報告のまとめ

○事業費総額 6,380  千円

（内訳）
・クロスピアくみやま利活用検討業務委託料　6,380千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 3,190 3,190
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 3,190 3,190

計 6,380 6,380

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 32 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

産業売込み隊事業〔産業売込み隊事業費補助〕

新規 拡充 統合 その他

　産業・環境政策課

第１章 第２節　工業

計　画 １　ものづくり企業の振興 位置づけしていない

一般会計

商工費 商工費 商工振興費

　令和５年度　～

　町の産業を広く町内外にＰＲするため、町、商工会、ＪＡ京都やましろ久御山町支
店、農産物直売所運営協議会、まちの駅クロスピアくみやま運営協議会によって構成さ
れた「産業売込み隊」を支援することにより、本町産業の活性化を図る。

　構成の一員であるまちの駅クロスピアくみやま運営協議会は、令和４年度末で一定の
役目を終え、令和５年度以降は、まちの駅クロスピアくみやま運営協議会の実施事業を
同協議会が属する久御山町産業売込み隊に組み入れ、これまで継続してきたクロスピア
市の実施や京都ビジネス交流フェアへの出展検討などを、産業売込み隊で実施していく
こととする。
　同協議会の活動予算については、久御山町産業売込み隊に組み入れて事業を実施す
る。

○事業費総額 1,700  千円

（内訳）
・久御山町産業売込み隊事業補助金　1,700千円
　　　　　　　　　　　　うち拡充分　900千円

　＜主な活動内容＞
  　・メッセナゴヤ共同出展
　　・京都ビジネス交流フェア出展
　　・京都府農林水産フェスティバル出展
　　・クロスピア市の開催

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,700 900

計 1,700 900

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 33 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

道路橋梁維持管理事業〔通学路交通安全対策工事、ウォーキングルート修繕
整備工事〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第３節　道路

計　画 ２　道路・橋りょう等の効率的な維持管理の推進 位置づけしていない

一般会計

土木費 道路橋梁費 道路橋梁維持費

　令和５年度　～

　町道の機能維持と環境保全のため、道路の補修や定期的な清掃、樹木の剪定等を行
う。
　通学路交通安全プログラムに基づく対策工事を実施することにより、通学路の安全性
の向上に努める。
　また、ウォーキングルートの修繕整備を実施し、「歩くまちくみやま」の推進に努め
る。

　通学路交通安全対策工事や歩くまち推進に係るウォーキングルート修繕整備工事を行
う。

○事業費総額 1,500  千円

（内訳）
・通学路交通安全対策工事　　　　　　500千円
・ウォーキングルート修繕整備工事　1,000千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 500 500
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,000 1,000

計 1,500 1,500

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 34 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

橋梁長寿命化事業〔橋梁長寿命化修繕計画改定業務、相島橋他３橋補修工
事〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第３節　道路

計　画 ２　道路・橋りょう等の効率的な維持管理の推進 位置づけしていない

一般会計

土木費 道路橋梁費 道路橋梁維持費

　令和５年度　～

　町が管理する橋梁について、点検結果に基づき、橋梁長寿命化修繕計画を改定し、安
全・安心な道路環境を維持するため、引き続き計画的・効率的な修繕工事を行い、ライ
フサイクルコストの軽減を図る。

　橋梁長寿命化修繕計画の改定を行うとともに、相島橋他３橋の修繕工事を行う。

○事業費総額 21,600  千円

（内訳）
・橋梁長寿命化修繕計画改定業務　　13,100千円
・相島橋他３橋補修工事　　　　　　 8,500千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 11,880 11,880
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 9,720 9,720

計 21,600 21,600

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 35 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

道路橋梁新設改良整備事業〔場外４号線舗装改良工事〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第３節　道路

計　画 ２　道路・橋りょう等の効率的な維持管理の推進 位置づけしていない

一般会計

土木費 道路橋梁費 道路橋梁新設改良費

　令和５年度　～

　道路の安全かつ円滑な交通を確保するため、道路・橋梁の新設・改良を行う。

　令和５年度は、場外４号線舗装改良工事を行う。

○事業費総額 1,200  千円

（内訳）
・場外４号線舗装改良工事　　1,200千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財 600 600
一般財源 600 600

計 1,200 1,200

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 36 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

河川水路維持管理事業〔大内川サイホンタラップ整備工事、自家発電機更新
工事〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第５節　河川・治水対策

計　画 ３　河川の維持管理の強化 位置づけしていない

一般会計

土木費 河川費 河川総務費

　令和５年度　～

　町内河川及び小水路の機能や環境を保全するため、適正な維持管理を行う。
　近年多発している集中豪雨時に河川管理を適切に実施するため、施設の計画的な整備
及び修繕を実施し、河川の機能維持を図る。

　大内川サイホンのタラップ整備工事や自家発電機更新工事を実施し、施設の適切な維
持管理に努める。

○事業費総額 22,700  千円

（内訳）
・大内川サイホンタラップ整備工事　　     1,200千円
・大内川サイホン自家発電機更新工事　　　21,500千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財 11,350 11,350
一般財源 11,350 11,350

計 22,700 22,700

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 37 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

排水路等改修整備事業〔森地区排水路整備工事〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第５節　河川・治水対策

計　画 ３　河川の維持管理の強化 位置づけしていない

一般会計

土木費 河川費 河川総務費

　令和５年度　～

　地区内排水路等の環境改善や排水機能を向上させるため、整備や改修を行う。

　令和５年度は、森地区排水路整備工事を行う。

○事業費総額 8,400  千円

（内訳）
・森地区排水路整備工事　　8,400千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財 4,200 4,200
一般財源 4,200 4,200

計 8,400 8,400

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 38 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

公園維持管理事業〔公園長寿命化計画策定業務〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第４節　公園・緑地

計　画 １　公園・緑地の整備 位置づけしていない

一般会計

土木費 都市計画費 公園費

　令和５年度　～

　中央公園や街区公園等の機能を保持するため、樹木剪定や清掃、遊具の安全点検等を
実施し、適切な維持管理を行う。
　また、ライフサイクルコストの縮減を目標に、施設の維持保全費用や長寿命化費用を
勘案した効率的な公園施設の維持補修を実施していくための公園施設長寿命化計画を策
定する。

　近隣公園である中央公園について、公園施設長寿命化計画を策定する。

○事業費総額 7,755  千円

（内訳）
・公園長寿命化計画策定業務　　7,755千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 3,877 3,877
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 3,878 3,878

計 7,755 7,755

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 39 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

中央公園拡充整備事業〔まちのがっこう開催支援業務、事業者公募等支援業
務〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第４節　公園・緑地

計　画 １　公園・緑地の整備 位置づけしていない

一般会計

土木費 都市計画費 公園費

　令和５年度　～

　町の中心的な公園として機能充実を図り、人と人をつなぐ公園づくりを進める。
　まちのにわ構想推進のため、地域主体によるイベント開催支援を行うとともに、整
備・運営事業者の公募選定を実施し、再整備に向けた事業を進める。

①人と人とをつなぐまちのがっこう開催支援業務
　再整備後の中央公園において住民主体の活動をより活性化させるための地域主体によ
るイベント開催支援を行う。

②事業者公募等支援業務
　北側エリアの整備や調整池整備を含むグラウンドの整備を進めるため公募要項を策定
し、事業者選定を進める。

○事業費総額 38,846  千円

（内訳）
①まちのがっこう開催支援業務　　             7,136千円
　・「歩くまち宣言イベント」との合同開催
　・新規住民主体によるイベントの実施　等
②事業者公募等支援業務　　　　　　　　　 　 31,710千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 18,708 18,708
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 20,138 20,138

計 38,846 38,846

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 40 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

都市計画推進事業（新市街地整備課）〔土地区画整理組合設立支援、基盤道
路整備関係〕

新規 拡充 統合 その他

　新市街地整備課

第２章 第１節　計画的土地利用

計　画 ２　新たな市街地整備の推進 位置づけしていない

一般会計

土木費 都市計画費 都市計画総務費

　令和５年度　～

　第５次総合計画及び都市計画マスタープランに産業立地促進ゾーン及び住街区促進
ゾーンとして位置づけられている新市街地（みなくるタウン）において、地区計画の策
定や将来的な市街化区域編入を見据える中で、土地利用の促進を図るとともに、脱炭素
などの環境面や安心・安全を意識したまちづくりを推進することで、持続可能な町政運
営に寄与することを目的とする。

①土地区画整理組合設立支援
　産業立地促進ゾーンの第１期整備地区については、令和４年度に土地区画整理準備組
合を設立し、組合と業務代行予定者と事業協力協定を締結する中で、事業認可申請、本
組合設立に向けて事業を進めていく。
　また、第２期整備地区については、土地区画整理組合の設立に向けた支援業務を実施
するとともに、住街区促進ゾーンの先行エリアについても、住宅整備に関する基本方針
に基づき、第２期整備地区と同様に組合設立に向けた支援業務を行う。

②基盤道路整備関係
　みなくるタウン整備を推進するため、基幹道路整備に向けた交差点工事及び用地に必
要な用地買収を行う。

○事業費総額 83,311  千円

（内訳）
①土地区画整理組合設立支援
　・第２期整備地区整備支援業務　　　　　　　　　　　　　10,241千円
　・住街区促進ゾーン整備支援業務　　　 　　　　　　　　　5,250千円
　・みなくるタウン推進コーディネーター委託業務　　　　　 2,318千円

②基盤道路整備関係
　・交差点改良工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　48,334千円　　　　　　
　・道路用地買収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16,686千円
　・土地鑑定評価　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　482千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 44,900 44,900
府支出金
起　　　債 26,200 26,200
その他特財
一般財源 12,211 12,211

計 83,311 83,311

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 41 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

都市計画推進事業（新市街地整備課）〔市街化調整区域優良田園住宅等可能
性調査〕

新規 拡充 統合 その他

　新市街地整備課

第２章 第１節　計画的土地利用

計　画 ２　新たな市街地整備の推進 位置づけしていない

一般会計

土木費 都市計画費 都市計画総務費

　令和５年度　～

　本町では、人口減少及び少子高齢化社会となる中で、将来的な地域活力の低下が懸念
され、特に、市街化調整区域内においては、新たな住宅建設等が困難な状況下で、長期
的な視点から生活環境及びコミュニティの維持・存続が課題となっている。
　また、職住近接が実現できる環境や優良農地をはじめとした緑豊かな環境を生かし、
誰もが住みたいまちづくりを進めるとともに、脱炭素を意識した環境整備や安心・安全
に配慮したエリア形成にも取り組む必要がある。
　そのため、市街化調整区域の優良田園住宅等における立地の可能性調査を行うこと
で、コミュニティの維持・存続や住環境の向上に向けた方策を検討することを目的とす
る。

　現在の土地利用状況等を整理した上で、農家世帯を対象としたアンケートを実施す
る。 
　アンケート結果を踏まえて、地区計画や優良田園住宅制度等の適用を検討するモデル
地区を選定し、まちづくりの方針や構想図等の検討のためのワークショップを開催する
なかで、市街化調整区域内の優良田園住宅立地の実現に向けての課題や取組方針の整理
を行い、次年度以降の取組につなげていく。

○事業費総額 5,159  千円

（内訳）
・市街化調整区域優良田園住宅等可能性調査における支援業務　　5,159千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 2,579 2,579
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 2,580 2,580

計 5,159 5,159

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 42 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

公共交通推進事業〔バス停上屋設置〕

新規 拡充 統合 その他

　新市街地整備課

第２章 第２節　公共交通

計　画 ２　バス交通の利便性の向上 位置づけしていない

一般会計

土木費 都市計画費 都市計画総務費

　令和５年度　～

　久御山町地域公共交通網形成計画に定めた施策を実施し、地域住民の移動手段の確保
と交通不便地の解消に努め、合理的・効率的な地域公共交通ネットワークの形成を推進
する。

　路線バスの利便性向上を図るため、町内バス停の環境整備を行う。なお、整備にあ
たってはふるさと応援基金を活用し、バス停の上屋を設置する。

○事業費総額 7,612  千円

（内訳）
・バス停の上屋設置（１箇所）　　7,612千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財 7,612 7,612
一般財源

計 7,612 7,612

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 43 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

消防広域化推進事業〔消防指令センター共同運用設計業務負担金〕

新規 拡充 統合 その他

　消防本部

第７章 第２節　消防（火災・救急・救助）

計　画 １　消防力の強化 位置づけしていない

一般会計

消防費 消防費 常備消防費

　令和５年度

　消防力の強化と行財政運営の効率化を図るため、消防の広域化を検討する。
　「京都府消防体制の整備推進計画」に基づいて、京都府南部消防指令センター共同運
用の実現を図るため、関係市町と基本協定書を締結し、設計業務等を実施する。

　京都府南部地域における消防指令センター共同運用に向けた設計業務を行う。

○事業費総額 420  千円

（内訳）
・京都府南部消防指令センター共同運用に向けた設計業務負担金　420千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 420 420

計 420 420

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

指令装置等維持管理事業〔指令システム機能維持〕

新規 拡充 統合 その他

　消防本部

第７章 第２節　消防（火災・救急・救助）

計　画 １　消防力の強化 位置づけしていない

一般会計

消防費 消防費 消防施設費

　令和５年度

　現在運用している消防指令装置については平成25年度に整備し、平成30年度に主要装
置の中間更新を経て、令和５年度に全更新の目安である10年目を迎えるところである。
現在、令和９年度からの京都府南部消防指令センター共同運用に向けて取組を進めてい
るところであり、必要不可欠な装置の更新を行い消防指令装置機能を維持する。

　令和５年度は、指令センターの共同運用の進捗状況を踏まえ、現行装置の機能維持対
応として、システムサーバ更新等を行う。

・システムサーバ更新
・統合型位置情報サーバ更新
・指令システム（情報系）更新
・無停電電源装置更新

○事業費総額 22,880  千円

（内訳）
・委託料　システムサーバ更新　　　　　5,500千円
　　　　　統合型位置情報サーバ更新　　5,500千円
　　　　　指令システム更新　　　 　　11,000千円
　　　　　無停電電源装置更新　　　　　　880千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 22,880 22,880

計 22,880 22,880

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

消防庁舎施設維持管理事業〔消防庁舎トイレ修繕工事〕

新規 拡充 統合 その他

　消防本部

第７章 第２節　消防（火災・救急・救助）

計　画 １　消防力の強化 位置づけしていない

一般会計

消防費 消防費 消防施設費

　令和５年度

　消防庁舎の機能を確保するため、適切な維持管理を行う。

　令和４年度に実施した設計業務に基づき、老朽化した消防庁舎トイレの修繕工事を行
う。

・和式トイレを洋式トイレに変更
・消防庁舎２階トイレを女性専用に変更
・内装を修繕（バリアフリー化、乾式仕様）

○事業費総額 12,243  千円

（内訳）
・消防庁舎１・２階トイレ修繕工事　　12,243千円（工事請負費）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財 6,000 6,000
一般財源 6,243 6,243

計 12,243 12,243

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

こども園運営事業〔保育・教育アドバイザー配置〕

新規 拡充 統合 その他

　学校教育課

第４章 第１節　就学前教育

計　画 １　就学前教育の充実 位置づけしていない

一般会計

民生費 児童福祉費 こども園費

　令和５年度　～

　本町のこども園においては、保育教諭の年齢構成の面で、ベテラン教諭が少なく、経
験の浅い職員が増えている。経験豊かなアドバイザーを独自に配置することによって、
保育・教育に関する直接のアドバイスや園経営、それぞれの職に関するアドバイスを恒
常的に行い、より豊かで質の高い保育が可能となるよう保育教諭の力量を高め、本町の
保育・教育の質の向上及び円滑な園経営を図る。

①保育教諭の指導・支援
　本町の保育・教育について深く理解があり、就学前保育・教育について経験のある
「保育・教育アドバイザー」を教育長が任命し、保育内容等の観察を通して、指導・助
言することにより、保育・教育の質の向上を図る。また、保育教諭の悩み等の相談にも
応じ、支援することで保育教諭の精神的な負担軽減を図る。

②管理職への支援
　保育教諭の状況を管理職に伝え、各園の運営が円滑に進むよう助言する。

○事業費総額 180  千円

（内訳）
・保育・教育アドバイザー（報償費）180千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 180 180

計 180 180

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

小・中学校学力向上対策事業〔教師力向上スーパーバイザー配置〕

新規 拡充 統合 その他

　学校教育課

第４章 第２節　学校教育

計　画 ２　学力の充実 位置づけしていない

一般会計

教育費 小･中学校費 学校管理費

　令和５年度　～

　学校現場において、ベテラン教員の大量退職と経験の浅い教職員や講師の急増によ
り、教師力の向上が急務となっている。各校でのＯＪＴや京都府教育委員会の教職員支
援アドバイザー事業などの活用に加え、町独自で豊富な教員経験や管理職経験を有する
人材を教師力向上スーパーバイザーとして配置し、様々な教育活動への指導･助言や相
談対応を行い、教師力の向上を図る。

①教職員の指導・支援
　「教師力向上スーパーバイザー」を各校の要請により配置し、授業、その他の教育活
動の観察を通して、指導・助言することにより、教師力向上を図る。また、教職員の悩
み等の相談にも応じ、支援することで教職員の精神的な負担軽減を図る。

②管理職への支援
　教職員の状況を管理職に伝え、各校の運営が円滑に進むよう助言する。

○事業費総額 320  千円

（内訳）
小学校学力向上対策事業
　・教師力向上スーパーバイザー謝金（報償費）　　　240千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　
中学校学力向上対策事業　
　・教師力向上スーパーバイザー謝金（報償費）　　　 80千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 320 320

計 320 320

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

中学校施設維持管理事業〔中学校体育館空調設置工事基本設計策定〕

新規 拡充 統合 その他

　学校教育課

第４章 第２節　学校教育

計　画 ３　教育環境の充実 位置づけしていない

一般会計

教育費 中学校費 学校管理費

　令和５年度　

　学校体育館は、授業や部活動といった学校の教育活動のみならず、社会体育活動など
地域コミュニティ醸成の場としても利用頻度が高い。また、災害時の避難所としての役
割が求められている。近年、毎年のように記録的猛暑に見舞われるなか、熱中症対策、
避難所の機能強化等から快適な環境を整備するため、エコスクール整備推進のパイロッ
トモデル事業の認定校である久御山中学校において空調設置を進める。

　久御山中学校体育館への空調設置に関する基本設計業務等を委託する。
　設置にあたっては、脱炭素と災害時のレジリエンス強化を兼ね備えた設備となるよ
う、太陽光発電、蓄電池、ガスなど多様な可能性や組み合わせ及びコスト比較などの検
討を行う。

○事業費総額 4,400  千円

（内訳）
・久御山中学校体育館空調設置工事基本設計策定業務委託 　4,400千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 2,200 2,200
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 2,200 2,200

計 4,400 4,400

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

歴史文化推進事業〔歩くまち「古社寺に出会うツアー」事業〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第５章 第３節　歴史文化

計　画 ２　文化財の活用 位置づけしていない

一般会計

教育費 社会教育費 社会教育総務費

　令和５年度

　歴史や文化にふれ合える機会を提供するため、町の歴史や生活を学習する「ふるさと
教室」等を実施する。

　町内の古社寺見学を通じて、文化財に対する愛護精神の醸成に努めるとともに、本町
の魅力を発信する。また、「歩くまちくみやま｣事業を兼ねることで、健康意識の向上
も図る。

○事業費総額 55  千円

（内訳）　　　
・拝観謝礼　　　　10千円（報償費）
・講師謝礼　　　　20千円（報償費）
・参加記念品　　　25千円（報償費）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 55 55

計 55 55

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

生涯学習推進事業〔第３次生涯学習推進計画策定業務（２年目）〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第５章 第１節　社会教育

計　画 １　生涯学習機会の充実 位置づけしていない

一般会計

教育費 社会教育費 社会教育総務費

　令和５年度

　個人の生涯にわたる学習活動を支援し、その成果を広く社会全般において共有し久御
山町の将来に向けたまちづくりに生かすという認識のもとに、各種の生涯学習関連施策
を総合的、計画的に進め生涯学習のまちづくりを実現することを目的とする。

　平成26年度に策定した「久御山町第２次生涯学習推進計画」は、令和５年度までの10
か年計画であり、「全世代・全員活躍まちづくりセンター」の活用も盛り込んだ令和６
年度からの「久御山町第３次生涯学習推進計画」を策定する。（２年目）
　令和５年度は計画策定に向け、ワークショップやパブリックコメント等を実施する。

○事業費総額 1,870  千円

（内訳）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・計画策定業務　　1,870千円（委託料）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,870 1,870

計 1,870 1,870

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

ふれあい交流館運営事業〔駐車場西側土留改修工事〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第５章 第１節　社会教育

計　画 ３　タウンキャンパスの充実と活用 位置づけしていない

一般会計

教育費 社会教育費 生涯学習センター費

　令和５年度

　多様な学習機会や交流の場を提供するため、ふれあい交流館において、各種教室や生
涯学習事業を行うとともに、施設の適正な維持管理を指定管理者において行う。また、
快適で安全な学習環境を確保するため、施設の改修等を行う。

　令和５年度は、駐車場西側の土留改修工事を行う。

○事業費総額 4,977  千円

（内訳）
・駐車場西側土留改修工事設計業務   　 566千円（委託料）
・駐車場西側土留改修工事　　　      4,411千円（工事請負費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 4,977 4,977

計 4,977 4,977

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 52 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

旧山田家住宅保存・活用事業〔保存活用計画作成に係る基礎調査等〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第５章 第３節　歴史文化

計　画 １　歴史・文化の保存と継承 位置づけしていない

一般会計

教育費 社会教育費 文化財費

　令和５年度

　江戸時代後期の建物である国登録有形文化財の「旧山田家住宅長屋門・長塀・主屋」
の適正な管理と保存、活用に努め、本町の歴史的文化財として後世に継承する。

　令和５年度は建物が保有する性能を確認するための主屋構造特性検討業務や、今後の
保存活用に向けた基礎調査及び検討委員会を実施する。

①主屋構造特性検討業務
　・数値解析による構造特性の解明、報告書作成
②基礎調査業務
　・建造物調査、旧山田家住宅及び東一口の資料調査と整理など　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○事業費総額 1,250  千円

（内訳）　　　
①主屋構造特性検討業務　750千円（委託料）
②基礎調査業務　　　　　500千円（委託料）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財 1,250 1,250
一般財源

計 1,250 1,250

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 53 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

文化財保護事業〔雙栗神社本殿門・玉垣保存修理事業補助金〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第５章 第３節　歴史文化

計　画 １　歴史・文化の保存と継承 位置づけしていない

一般会計

教育費 社会教育費 文化財費

　令和５年度

　町の歴史文化の保存・継承とその活用を図るため、文化財の調査・保護や愛護思想の
啓発を行う。

　令和５年度は、国登録有形文化財である雙栗神社本殿門及び玉垣の保存修理に対し、
補助を行う。

○事業費総額 17,030  千円

（内訳）　　　
・町補助金　　　　　1,000千円（負担金、補助及び交付金）
・財産区補助金　16,030千円（負担金、補助及び交付金）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財 16,030 16,030
一般財源 1,000 1,000

計 17,030 17,030

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

町民運動会等体育大会事業〔歩くまち関連イベント〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第５章 第２節　スポーツ

計　画 ３　地域スポーツ活動の推進 位置づけしていない

一般会計

教育費 保健体育費 保健体育総務費

　令和５年度

　日頃の練習の成果を試す場として、また、交流・親睦の機会を提供するため、町民運
動会やレクリエーション大会などを実施する。

　令和５年度は、「歩く」拠点施設にのぼりを配置し、歩くまち宣言イベント等におい
て、反射材等を配布する。

○事業費総額 260  千円

（内訳）　　　
・歩くまち関連イベント消耗品　260千円（需用費）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 260 260

計 260 260

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

総合体育館運営事業〔エレベーター改修工事設計業務〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第５章 第２節　スポーツ

計　画 ２　ライフステージに応じたスポーツの推進 位置づけしていない

一般会計

教育費 保健体育費 体育施設費

　令和５年度

　住民や町内で働く人の健康増進やスポーツを楽しめる場を提供するため、指定管理者
においてスポーツ教室等を開催するとともに、施設の適切な管理運営を行う。また、安
全で安心な施設環境を確保するため、施設改修等を行う。

　エレベーターについて、部品供給停止機種に該当するため、改修工事設計業務を行
う。

○事業費総額 1,137  千円

（内訳）　　　
・エレベーター改修工事設計業務委託　 　1,137千円（委託料）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 1,137 1,137

計 1,137 1,137

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 56 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

町民プール運営事業〔管理棟屋根全面塗装工事〕

新規 拡充 統合 その他

　生涯学習応援課

第５章 第２節　スポーツ

計　画 ２　ライフステージに応じたスポーツの推進 位置づけしていない

一般会計

教育費 保健体育費 体育施設費

　令和５年度

　住民の健康増進や憩いの場を提供するため、指定管理者において、町民プールの適正
な管理運営を行う。また、安全で安心な施設環境を確保するため、施設や設備を計画的
に改修する。

　管理棟屋根が劣化し、表面が剥がれている箇所があり、雨漏りが発生することを防ぐ
ため、管理棟の屋根全面塗装工事を行う。

○事業費総額 3,099  千円

（内訳）　　　
・管理棟屋根全面塗装工事　 　3,099千円（工事請負費）

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 3,099 3,099

計 3,099 3,099

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

高齢者保健福祉計画策定等事業費〔高齢者保健福祉計画策定等〕

新規 拡充 統合 その他

　福祉課

第６章 第３節　高齢者福祉

計　画 １　高齢者福祉の計画的な推進 位置づけしていない

介護保険特別会計(保険事業勘定)

総務費 保健福祉委員会費 保健福祉委員会費

　令和４年度　～　令和５年度

　高齢化が更に進む中、高齢者保健福祉行政を取り巻く状況の変化や高齢社会における
課題を十分に踏まえ、将来の高齢者介護等の姿や目標を設定した上で、具体的に取り組
むべき施策を明らかにする。
　介護保険法第117条の規定に基づく介護保険事業計画及び老人福祉法第20条の８の規
定に基づく老人福祉計画として位置づけられる計画として策定する必要がある。

　本計画は将来の高齢者介護等の姿や目標を設定した上で、具体的に取り組むべき施策
を明らかにするため、介護保険事業計画と老人福祉計画を一体とした３か年ごとの計画
として策定する。
　策定にあたっては、高齢者実態調査を実施し、本町の高齢者の状況やニーズを把握す
るとともに、在宅介護・介護予防・認知症対策など関係者による「久御山町地域包括ケ
ア推進会議」において審議を行う。

○事業費総額 3,460  千円

（内訳）
・報償費　　　　　　　　　　339千円
・需用費　　　　　　　　　　  8千円
・委託料（計画策定業務）　3,113千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 3,460 3,460

計 3,460 3,460

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 58 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

水道施設維持管理事業〔水道施設更新工事〕

新規 拡充 統合 その他

　上下水道課

第２章 第６節　上水道

計　画 １　良質な水の安定供給 位置づけしていない

水道事業会計

資本的支出 建設改良費 固定資産取得費

　令和５年度

   水道事業ビジョンに基づき施設を健全に維持するため、更新を適切に行う必要がある。
　老朽化した機器などを更新することにより、住民に安全で安心な水を安定的に供給する。

①薬品注入器操作盤更新工事
　・操作盤更新工事

②ＰＡＣ液小出し及び貯留槽更新工事
　・貯留槽更新工事

○事業費総額 9,429  千円

（内訳）
・その他固定資産取得費　　　　　　　 9,429千円　
　①　薬品注入器操作盤更新工事　　　　　　　　5,146千円
　②　ＰＡＣ液小出し及び貯留槽更新工事　　　　4,283千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 9,429 9,429

計 9,429 9,429

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 59 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

配水管幹線整備事業〔配水管耐震化工事〕

新規 拡充 統合 その他

　上下水道課

第２章 第６節　上水道

計　画 ２　緊急時における供給体制の確保 位置づけしていない

水道事業会計

資本的支出 建設改良費 施設改良費

　令和５年度

   水道事業ビジョンに基づき強靱で安定した水道を実現するため、重要給水施設への重要管
路の耐震化を行う必要がある。
   浄水場から避難所等の重要給水施設までの重要管路の耐震化を推進することにより、大規
模災害時にも住民に安全で安心な水を安定的に供給する。

　更新計画に基づき、重要管路の耐震化工事を実施する。

　配水管布設替工事
　　　　φ250   Ｌ＝659ｍ
　　　　φ200   Ｌ＝   8ｍ
　　　　φ100   Ｌ＝   2ｍ
　　　　φ75     Ｌ＝ 32ｍ
　　　　φ50     L＝147ｍ

○事業費総額 96,514  千円

（内訳）　
・工事請負費　96,514千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金 15,125 15,125
起　　　債 65,000 65,000
その他特財
一般財源 16,389 16,389

計 96,514 96,514

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）
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事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

「水道ビジョン」推進事業〔久御山町水道事業ビジョン及び経営戦略改定業務〕

新規 拡充 統合 その他

　上下水道課

第２章 第６節　上水道

計　画 ３　水道事業経営の健全化 位置づけしていない

水道事業会計

水道事業費用 営業費用 総係費

　令和４年度　～　令和５年度

　水道事業においては、人口減少や節水機器の普及等、水需要の減少による給水収益の
減少等により、今後の財政収支への影響が予想される中で、必要な施設整備を進めてい
かなければならない。そこで、水道事業を取り巻く環境の変化や今後の水道事業の課題
に対応した戦略的な事業運営を行うため、「久御山町水道事業ビジョン及び経営戦略」
の改定を行う必要がある。
　水道事業の経営の健全化及び経営基盤の安定化を図る。

　令和２年に設置された久御山町上下水道事業経営審議会で、本町の水道事業の現状と
課題、中・長期的な施設整備や収支計画などについて協議・検討を行い、「久御山町水
道事業ビジョン及び経営戦略」を令和４・５年度にかけて改定する。

○事業費総額 9,126  千円

（内訳）
・令和５年度　委託料　　9,126千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 9,126 9,126

計 9,126 9,126

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 61 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

公共下水道整備事業〔管渠改築工事〕

新規 拡充 統合 その他

　上下水道課

第２章 第７節　下水道

計　画 １　下水道施設の整備と維持管理の推進 位置づけしていない

下水道事業会計

資本的支出 建設改良費 汚水管渠改良費

　令和５年度

　老朽化が進行する施設の計画的・効率的な改築更新を行う必要がある。
　事故を未然に防止するとともに、良好な生活環境の保全を図る。

　ストックマネジメント計画に基づき、老朽化した施設の改築更新工事を行う。

　管更正工（φ200）　L=152ｍ

○事業費総額 18,260  千円

（内訳）　
・工事請負費　　18,260千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 1,100 1,100
府支出金
起　　　債 6,000 6,000
その他特財
一般財源 11,160 11,160

計 18,260 18,260

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 62 -



事務事業名　：

■ □ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

下水道広報事業〔カラーマンホール蓋交換工事〕

新規 拡充 統合 その他

　上下水道課

第２章 第７節　下水道

計　画 ２　下水道事業経営の健全化 位置づけしていない

下水道事業会計

資本的支出 建設改良費 汚水管渠改良費

　令和５年度

　下水道の普及及び事業の促進を図るため、広報紙やホームページ等を通じて啓発を行
う必要がある。
　カラーマンホールを設置する事により、小学生や住民の方に下水道事業に興味を持っ
てもらう。

　下水道普及啓発活動の一環として、小学校などにカラーマンホール蓋の設置を行う。

　カラーマンホール蓋交換工事　Ｎ=５箇所

○事業費総額 2,167  千円

（内訳）　
・工事請負費　　2,167千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 2,167 2,167

計 2,167 2,167

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 63 -



事務事業名　：

□ ■ □ □

担　当　課

章 節

□

会　　計

予算科目 款 項 目

事業期間

 事業の必要性等
 の評価

及び成果目的

 （導入の背景・
誰をどのような　　

   状態にしたいのか）

事務事業の内容

（制度概要等の詳細）

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

備　　　考

令和５年度　新規施策等に係る事業概要調書

内水排除対策事業〔佐山排水機場施設更新工事（第２期）等〕

新規 拡充 統合 その他

　建設課

第２章 第５節　河川・治水対策

計　画 １　治水対策の促進 位置づけしていない

下水道事業会計

資本的支出 建設改良費
固定資産取得費
雨水管渠等建設費
雨水管渠等改良費

　令和５年度　～

　近年、局地的な集中豪雨が多発しており、甚大な被害が懸念されるため、内水排除対
策により住民の生命や財産を洪水や浸水被害から未然に防止する必要がある。
　なお、治水対策を適確・着実に進め、町の安全・安心を維持するため、令和５年度か
ら都市下水路事業を公共下水道事業へ移行するとともに、当該事業の予算を一般会計か
ら公営企業会計へ移行する。

　集中豪雨等に対する雨水管理を適切に実施するため、佐山排水機場施設の更新及び調
整池の整備を進める。

○事業費総額 82,000  千円

（内訳）
・佐山排水機場施設更新工事（第２期）　　　　　　　 31,300千円
　（２箇年事業）Ｒ５： 31,300千円  Ｒ６：313,300千円  総額：344,600千円
・佐山排水機場施設更新工事（第２期）監理業務　　　  1,400千円
　（２箇年事業）Ｒ５：  1,400千円  Ｒ６： 17,600千円  総額： 19,000千円　 
・中央公園・荒見調整池詳細設計業務　　　 　　　　　28,700千円
・みなくるタウン・大内貯留管基本設計業務 　　　　　20,600千円

（財源内訳）
区　　　分 総　　額 左のうち新規・拡充分

国庫支出金 41,000 41,000
府支出金
起　　　債
その他特財
一般財源 41,000 41,000

計 82,000 82,000

総合計画上
の位置づけ

事業費の内訳

（財源含む）

- 64 -




